
令和３年度決算報告

一般会計　予算現額 99億2,733万円一般会計　予算現額 99億2,733万円
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令
和
３
年
度
の
予
算
執
行
に
当
た
って
は
、「
力

を
合
わ
せ
て
未
来
を
拓
く
ま
ち
づ
く
り
」、「
自
然

の
恵
み
を
大
切
に
す
る
ま
ち
づ
く
り
」、「
優
し
さ

と
生
き
が
い
を
も
つ
ひ
と
づ
く
り
」、「
絆
で
支
え

合
う
健
康
長
寿
の
ま
ち
づ
く
り
」、「
産
業
の
活
力

と
賑
わ
い
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
」、「
安
心
安
全
で

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
」
の
６
つ
の
基
本
理

念
の
も
と
に
、
最
終
年
と
な
る
太
陽
光
発
電
式
街

路
灯
整
備
事
業
に
加
え
、
諏
訪
湖
周
に
お
け
る
サ

イ
ク
リ
ン
グ
ロ
ー
ド
の
整
備
、
八
島
高
原
木
道
の

改
修
、
注
連
掛
橋
、
樋
橋
の
改
良
工
事
、
下
諏

訪
中
学
校
照
明
設
備
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
な
ど
幅
広
い

ハ
ー
ド
事
業
の
ほ
か
、
福
祉
タ
ク
シ
ー
等
助
成
事

業
や
移
動
販
売
事
業
、
下
ノ
諏
訪
宿
面
影
整
備

グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
事
業
な
ど
の
ソ
フ
ト
事
業
に
つ

い
て
も
重
点
事
業
と
し
て
取
り
組
み
ま
し
た
。
ま

た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
対
応
し
た
感
染
予

防
対
策
や
ワ
ク
チ
ン
接
種
事
業
、
経
済
対
策
・

支
援
等
必
要
と
さ
れ
る
事
業
に
つ
い
て
も
、
国
や

県
の
交
付
金
を
活
用
し
て
進
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

　
町
の
歳
入
の
根
幹
を
な
す
町
税
で
は
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
か
ら
若
干
の
回
復
が

見
ら
れ
、
法
人
町
民
税
等
が
増
加
と
な
り
、
地

方
交
付
税
に
つ
い
て
も
新
規
算
定
費
目
の
創
設
や

追
加
交
付
な
ど
が
あ
っ
た
こ
と
で
大
幅
に
増
額
と

な
り
ま
し
た
。

　
今
後
も
、
町
の
更
な
る
発
展
に
向
け
、
各
種

計
画
に
沿
っ
て
、
健
全
・
堅
実
な
行
財
政
運
営
を

全
力
で
行
って
ま
い
り
ま
す
。

　
な
お
、
町
の
健
全
度
を
判
断
す
る
指
標
で
あ
る

健
全
化
判
断
比
率
等
に
つ
い
て
は
、
３
年
度
に
お

い
て
も
、
す
べ
て
の
指
数
に
お
い
て
早
期
健
全
化

基
準
を
下
回
る
良
好
な
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

・町税：
　町民税、固定資産税、都市計画税、
　軽自動車税、たばこ税、入湯税など
・地方交付税：
　人口や税収などに応じて国から町に交付され
たお金
・国県支出金：
　特定の目的のために国や県から交付されたお
金
・町債：
　事業を行うために国や金融機関から借り入れ
たお金
・諸収入：
　他の収入科目に含まれない収入をまとめたも
の。延滞金、預金利子、宝くじ収益金など 
・地方消費税交付金：
　消費税のうち、地方に配分されるお金（総額5
億413万円のうち、2億7,415万円は社会保障
施策の財源に充てました。）
・繰越金：
　前年度から繰り越されたお金
・繰入金：
　特別会計や企業会計、基金などから繰り入れ
たお金
・その他：
　負担金、使用料、手数料、寄附金など

・民生費：
　社会福祉や児童福祉などの経費
・総務費：
　町行政全般の管理などの経費
・土木費：
　道路橋りょうや公園の整備、管理などの経費
・商工費：
　商工業、観光の振興などの経費
・教育費：
　学校教育や生涯学習の充実などの経費
・公債費：
　事業を行うために借りたお金を返済するため
の経費
・衛生費：
　保健や健康増進、ごみ処理などの経費
・消防費：
　消防や防災対策などの経費
・災害復旧費：
　豪雨などで被災した施設の復旧に要した経費
・議会費：議会活動の経費
・農林水産業費：
　農林業の振興などの経費
・労働費：労務対策のための経費

町税を１人当たりにすると、130,351円納めたことになります。
　※令和４年１月１日時点の人口19,332人より算出
◎内訳は次のとおりです。
　・町民税　　 63,430円  　・固定資産税　51,257円 
　・都市計画税　6,988円  　・町たばこ税　  5,107円 
　・軽自動車税　3,452円  　・入湯税　　　　  117円

町民１人当たりにすると、463,403円使いました。
　※令和4年1月1日時点の人口19,332人より算出
◎主な1人当たりの費用は次のとおりです。
　・民生費 　 146,927円 　 ・総務費　69,403円 
　・土木費 　　53,002円  　・商工費　47,102円  
　・教育費 　　43,583円  　・公債費　42,510円

その他
3億4,674万円
その他
3億4,674万円

　町税
25億1,995万円
　町税
25億1,995万円

町民税  12億2,623万円町民税  12億2,623万円

固定資産税
9億9,089万円
固定資産税
9億9,089万円

都市計画税
1億3,510万円
都市計画税
1億3,510万円

その他
1億6,773万円
その他
1億6,773万円

繰入金  2億1,388万円繰入金  2億1,388万円

繰越金  3億1,727万円繰越金  3億1,727万円

地方消費税交付金
5億413万円
地方消費税交付金
5億413万円
諸収入
5億3,913万円
諸収入
5億3,913万円

町債
8億774万円
町債
8億774万円

地方交付税
22億8,684万円
地方交付税
22億8,684万円

国県支出金
17億4,409万円
国県支出金
17億4,409万円

総務費
13億4,169万円
総務費
13億4,169万円

民生費
28億4,040万円
民生費
28億4,040万円

商工費
9億1,058万円 
商工費

9億1,058万円 土木費
10億2,464万円 

土木費
10億2,464万円 

教育費
8億4,255万円
教育費

8億4,255万円

公債費
8億2,181万円
公債費

8億2,181万円

農林水産業費  6,569万円農林水産業費  6,569万円
労働費  4,024万円労働費  4,024万円

災害復旧費  9,923万円災害復旧費  9,923万円

【 歳 入 】

【 歳 出 】 議会費  9,441万円議会費  9,441万円

消防費  2億9,193万円消防費  2億9,193万円
衛生費  5億8,534万円衛生費  5億8,534万円

９
月
議
会
で

令
和
３
年
度
決
算
を
認
定
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■ 問い合わせ　下諏訪町 総務課 財政係　☎27ー1111（内線264）

■特別会計■特別会計

■令和３年度 主な事業■令和３年度 主な事業

■会計別借入金等残高の状況■会計別借入金等残高の状況

■令和３年度 健全化判断比率等の状況■令和３年度 健全化判断比率等の状況

※財政調整基金：年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てる基金
※減 債 基 金：公債費の償還を計画的に行うために積み立てる基金
※特定目的基金：特定の目的のために積み立てる基金（公共施設整備基金、地域開発整備基金など）
※定額運用基金：定額の資金を運用するために積み立てる基金（奨学基金、こども未来基金など）

国 民 健 康 保 険
駐 車 場 事 業
後 期 高 齢 者 医 療
交通災害共済事業
温 泉 事 業
特別養護老人ホーム事業
東 山 田 財 産 区

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下、財政健全化法という）に基づき、下諏訪町の健全化判断比率（実質赤
字比率など４指標）及び資金不足比率の算定結果をお知らせします。財政健全化法は、｢早期健全化｣と｢財政再生｣の2段階
で財政状況をチェックするとともに、公営企業や第三セクターを含めた地方公共団体全体の財政状況を明らかにしようとす
るもので、早期健全化基準を超えると財政健全化計画を策定して自主的に、財政再生基準を超えると財政再生計画を策定し
て国の監督下で財政の再建に取り組まなければなりません。

※「－」は当該比率が生じていない(赤字ではない)ことを表しています。
　下諏訪町では、全ての指数が健全化基準に達しておらず、指数的には健全財政が保たれています。

18億4,543万円
629万円

3億7,705万円
1,685万円

3億2,801万円
2億3,868万円

223万円

18億2,551万円
593万円

3億7,638万円
975万円

3億1,462万円
2億3,868万円

118万円

会計名 歳　入 歳　出

実 質 赤 字 比 率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将 来 負 担 比 率
資 金 不 足 比 率

一般会計等の実質赤字の比率
全ての会計の実質赤字の比率
公債費及び公債費に準じた経費の比重を示す比率
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を捉えた比率
公営企業ごとの資金不足の比率

ー
ー

  6.1
46.6
ー

14.8
19.8
25.0
350.0
20.0

20.0
30.0
35.0

比率名 比率の内容 比率 早期健全化基準 財政再生基準

駐車場事業
温泉事業
水道事業
下水道事業
計

99億9,010万円
450万円

3億3,684万円
11億4,439万円
17億8,110万円
32億6,683万円
132億5,693万円

99億6,562万円
450万円

3億4,726万円
11億6,259万円
18億4,055万円
33億5,490万円
133億2,052万円

会計名
一般会計

合　計

特
別・企
業
会
計

令和３年度末 令和２年度末
未 償 還 元 金

■基金の管理状況（一般会計）■基金の管理状況（一般会計）

財政調整基金
減 債 基 金
特定目的基金
定額運用基金

10億4,936万円
60万円

6億2,682万円
1億　352万円
17億8,030万円

577万円
1億　300万円
5億3,121万円

524万円
6億4,522万円

ー
ー

7,732万円
308万円
8,040万円

10億5,513万円
1億　360万円
10億8,071万円
1億　568万円
23億4,512万円

基金名称

合　計

積立金等 取崩額等
令和３年度令和２年度末

現在高
令和３年度末
現在高

会計名 区　分 決算額
■企業会計■企業会計

収益的

資本的

収益的

資本的

収入
支出
収入
支出
収入
支出
収入
支出

2億6,203万円
2億4,743万円
4,729万円

1億7,897万円
6億1,302万円
5億8,246万円
1億7,080万円
3億2,609万円

水道事業

下水道事業

新型コロナワクチン接種事業

街なみ環境整備事業

・障がい者福祉関連事業 4億2,911万円
・後期高齢者医療広域行政事業 3億1,138万円
・介護保険事業 2億7,794万円
・子育て世帯臨時特別給付金事業 2億5,574万円
・諏訪広域消防事業 2億4,535万円
・保育所管理運営事業 2億4,202万円
・非課税世帯等臨時特別給付金事業 1億7,215万円
・道路維持補修事業 1億5,616万円
・町土地開発公社損失補塡補助事業 1億3,824万円
・医療給付事業 1億3,147万円
・新型コロナワクチン接種事業 1億2,300万円
・湖周ごみ処理施設運営事業 1億1,237万円
・災害応急・復旧事業 9,923万円
・緊急経済対策事業 7,091万円
・街なみ環境整備事業 6,674万円
・注連掛橋・樋橋改良事業 6,169万円
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